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The world’s first atomic bombs exploded over the citizens of Hiroshima and 
Nagasaki more than seventy years ago. Since then, the survivors (hibakusha) have 
campaigned for the abolition of nuclear weapons. Naturally, they welcomed the 2009 speech 
by former US President Barack Obama in Prague, calling for ‘a world without nuclear 
weapons’ and the resultant worldwide upsurge of public interest in denuclearization efforts. 
Eight years later, however, nuclear proliferation still continues. Do hibakusha think a 
nuclear-free world is achievable? Have their views shifted over time? How have they 
responded to the changing global and domestic landscapes on nuclear issues? 
These questions were explored using data from the annual surveys on Hiroshima 
and Nagasaki Atomic Bomb Survivors conducted by the Yomiuri Shimbun and the Institute 
for Peace Science at Hiroshima University (IPSHU) between 2009 and 2016. Contextualized 
analyses of the survey results revealed that 1) half of the hibakusha are pessimistic about 
achieving total abolition during their lifetimes, 2) their views tended to change with the 
shifting domestic and international, and social and political, climate concerning nuclear 
issues, and 3) nevertheless, they have continued to advocate a ‘world without nuclear 














づく、「No More Hiroshima」、「No More 
Nagasaki」、「No More Hibakusha」という強
                                                   























































                                                   



































3 川本ら（2015）を参照。  
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わせて 49.5%だった。  







年比で、2.2 ポイントの上昇であった。2011  
｜ 60 ｜
- 61 - 
 
表 1 読売新聞社・広島大学平和科学研究センター実施の「被爆者意識調査」概要  
調査時期  
(掲載月日) 調査実施主体  対象者  調査方法・回答数  
2010 年 3
月から 7 月  






健 康 診 断 受 診 者 証 所 持 者  
1,708 人  
調査票の郵送自記方式（全国の
被爆者団体などを通じて郵送）、
回答数 1,015 人  
2011 年 4
月から 7 月  





健 康 診 断 受 診 者 証 所 持 者
716 人  
* 前 年 の ア ン ケ ー ト 回 答 者
（1,015 人）の内、連絡先が判明
している 716 人に送付  
調査票の郵送自記方式（全国の
被爆者団体などを通じて郵送）、
回答数 415 人  
2013 年 4
月から 7 月  





健 康 診 断 受 診 者 証 所 持 者  
2,220 人  
調査票の郵送自記方式（全国の
被爆者団体などを通じて郵送）、
回答数 1,208 人  
2014 年 4
月から 7 月  





健 康 診 断 受 診 者 証 所 持 者  
3,218 人  
調査票の郵送自記方式（全国の
被爆者団体などを通じて郵送）、
回答数 1,251 人  
2015 年 3
月から 7 月  





健 康 診 断 受 診 者 証 所 持 者  
6,513 人  
調査票の郵送自記方式（全国の
被爆者団体などを通じて郵送）、
回答数 1,943 人  
2016 年 3
月から 7 月  





健 康 診 断 受 診 者 証 所 持 者  
3,541 人  
調査票の郵送自記方式（全国の
被爆者団体などを通じて郵送）、
回答数 1,019 人  
 
表 2 朝日新聞社実施の「被爆アンケート調査」概要  
調査時期  
(掲載月日) 調査実施主体  対象者  調査方法・回答数  
2005 年 3
月から 4 月  





健 康 診 断 受 診 者 証 所 持 者  




13,204 人  
2010 年 5
月  
(7 月 29 日 ) 
朝日新聞社  被爆者健康手帳及び第１種
健 康 診 断 受 診 者 証 所 持 者  








1,006 人  
2015 年 3
月から 4 月  
(8 月 2 日 ) 
朝日新聞社  被爆者健康手帳及び第１種
健 康 診 断 受 診 者 証 所 持 者  
































3.9 ポイント、2011 年調査と比べ 1.7 ポイン
トという微増である。ただ、「わからない」と























































図 1 2010 年調査結果  
 
図 2 2011 年調査結果  
 
図 3 2013 年調査結果  
 
図 4 2014 年調査結果  
 
図 5 2015 年調査結果  
 
図 6 2016 年調査結果  
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表 3 核兵器廃絶の可能性についての回答結果（2010 年-2016 年）  
  2010 年  2011 年  2013 年  2014 年  2015 年  2016 年  
近い将来に可能だと思う  10.0% 15.9% 5.0% 7.1% 11.0% 8.9% 
遠い将来に可能だと思う  27.3% 29.8% 18.1% 17.4% 19.7% 18.4% 
実現の可能性は低い  43.2% 45.7% 40.7% 40.2% 37.7% 41.0% 
可能性はない  6.3% 6.0% 12.7% 10.7% 7.6% 8.0% 
わからない  10.3% - 19.0% 19.2% 19.3% 17.5% 
その他不明  2.9% 2.7% 4.5% 5.3% 4.8% 6.2% 
 
 






ては、最高値が 2011 年の 15.9%、最低値が
2013 年の 5.0%であり、おおよそ 5%から 15%
台の間で推移している。「遠い将来に可能だ
と思う」については、最高値が 2011 年の









値が 2011 年の 45.7%、最低値が 2015 年の
37.7%で、およそ四割程度で推移している。
「可能性はない」に関しては、最高値が 2013  
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図 8 肯定的な見解と否定的な見解  
 















































4. 考察  
 







3 月から 4 月にかけて対象者に郵送され、そ
の締め切りは概ね 6 月末か 7 月初旬に設定さ
れている。それ故、アンケートの回答に影響
するであろうと考えられる出来事は、調査年




2010 年調査と 2011 年調査の背景  
既述の通り、核兵器廃絶の可能性について、
2010 年調査と 2011 年調査では、それ以降に
比べ高い期待値であった。図 8 に示す通り、
2010 年調査では 37.3%が、2011 年調査では
45.7%が核兵器廃絶の可能性について肯定的
に回答した。  
2009 年から 2011 年調査時までの間で、特
筆すべきはやはり 2009 年の 4 月 5 日のオバ
マ米国大統領によるプラハ演説であろう。同










































































生 涯 で は 達 成 で き な い か も し れ な い
（perhaps not in my lifetime）が、忍耐と粘
り強さをもって（It will take patience and 
persistence.）」核兵器廃絶を主張していくこ




減らすことができる  (We may not realize 
this goal in my lifetime, but persistent 


















2009 年から 2010 年にかけては、核兵器と
平和に関する重要な出来事がいくつもある。
たとえば、2009 年 10 月、広島・長崎両市長
が記者会見で「核廃絶の象徴」として五輪招
致の意向を表明した。それ自体は早期に挫折














された。翌月 5 月 3 日から 28 日までニュー
ヨーク国連本部で開かれた 2010 年核兵器不
拡散条約（NPT7）運用検討会議では、広島・
                                                   
6 Nuclear Posture Review 
7 Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear 
Weapons 

















た。このように、2009 年から 2010 年 5 月ま
での期間中、核兵器廃絶に向けての米国、国
連加盟国の取組みがあり、核兵器廃絶の機運

















9 Mimaki（2016: 264）  
10 新聞各紙は、原爆を投下した米国のルース駐
｜ 68 ｜
- 69 - 
 




しかし、そういった中、米国が 9 月 15 日に
ネバダで臨界前核実験を実施した。それに対






いと求めた。11 月 12～14 日、広島市で「ノ
ーベル平和賞受賞者サミット」が開催され、





月の第 65 回国連総会では日本を含む 90 か国
が核軍縮決議案を共同提案し、圧倒的多数で
採決された。明けて 2011 年 2 月 4 日には米
露の新戦略兵器削減条約が発効、4 月 30 日に
日豪など非核兵器国 10 か国による NPDI 外
相会合がベルリンで開催された。2011 年 4 月






                                                   
日大使が式典に初参列したことを評価する被爆
者のコメントを掲載している。たとえば、2010
年 8 月 6 日『朝日新聞』夕刊参照。  
11 Non-Proliferation and Disarmament 
Initiative 




4.2 2013 年調査と 2014 年調査の背景  
 巻末資料 2 に示す通り、2012 年は核兵器
廃絶に関して、特記すべき国内外の動きはな
い。他方、オバマ政権下の米国政府は、2012
年 12 月 6 日に 4 回目の未臨界核実験をネバ
ダ核実験場で行った。また、12 月 12 日には
北朝鮮がミサイル発射に成功した。続く、翌
2013 年 2 月 12 日には、北朝鮮が三度目の地
下核実験を実施した。このように、被爆者を






















15 朝日新聞 2013 年 4 月 25 日夕刊、読売新聞
2013 年 4 月 27 日などに被爆者の憤りと落胆の
コメントが紹介されている。  
16 Strategic Arms Reduction Treaty 
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防総省核兵器運用新指針を表明した 17。同年







た。同年 12 月 5 日には、国連総会本会議で
日本を代表とする 102 か国が核軍縮決議案を
共同提案し、「核兵器の全面的廃絶に向けた
共同行動」を採択した。翌 2014 年 4 月 12 日
には、広島で NPDI 非核保有 12 か国による
核軍縮・不拡散イニシアティブ外相会議が開
催され、核の傘をめぐる議論がなされた。他















































在した。2015 年 8 月には、プーチンロシア大
統領が 2020 年までにロシア軍の最新兵器の
割合を大幅に増加すると発言した。北朝鮮は、
2016 年 1 月 6 日の四度目の地下水爆実験を
行い、その後、2 月 7 日のミサイル発射、3 月
15 日の弾道ミサイル打ち上げなど活発な動
きを見せる。3 月 27 日には、当時、大統領選
の共和党指名争いで先頭に立つトランプ氏
避ける、とも読み取れる（朝日新聞 2013 年 6 月
21 日）。  
18 『中国新聞』は「NPT 成功へ協働」の見出し
で記事を掲載（2015 年 4 月 29 日）。  
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が日本の核保有を容認する発言をし、被爆者








































































い」が 32％、無回答などが 5%であった。  
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2010 年の読売新聞社アンケート  
（６の１）「オバマ大統領の米国が主導している、現在の核軍縮の動きを評価します
か。」  
１．とても評価する  ２．ある程度評価する  ３．あまり評価しない  
４．まったく評価しない  ５．わからない  
 
（６の２）「核兵器廃絶の可能性についてどう考えていますか。」  
１．近い将来に実現  ２．遠い将来に実現  ３．実現の可能性は低い  








2011 年の読売新聞社アンケート  
（３の４）現在、核兵器廃絶への可能性についてどう思いますか。  
１．近い将来に実現 ２．遠い将来に実現 ３．実現の可能性は低い  
４．可能性はない ５．その他（   ）  
※他の年次にあるような「わからない」が選択肢として設けられていない。  
 
2013 年の読売新聞社アンケート  
核兵器廃絶の可能性についてどう考えていますか。  
当てはまる項目を１つだけお選び下さい  
１．近い将来に実現可能 ２．遠い将来に実現可能  
３．実現の可能性は低い ４．可能性はない ５．わからない  
 
2014 年の読売新聞社アンケート  
問．核兵器廃絶の可能性についてどう考えていますか。当てはまる項目を１つだけお
選び下さい  
１．近い将来に実現可能 ２．遠い将来に実現可能 ３．実現の可能性は低い  
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2005 年朝日新聞社アンケート  
■原爆被害・核兵器  
・核兵器は廃絶される方向にあると思いますか。  
（１．ある ２．ない ３．わからない）  
 




１．大いに期待している  ２．期待している  ３．期待していない  
４．全く期待していない  ５．わからない  ６．その他（  ）  
 
問．核兵器廃絶が実現する見通しについて、どのようにお考えですか？  
１．近いうちに実現する  ２．遠い将来には実現する  ３．実現しない  





１．被爆国としてふさわしくなく、不満だ  ２．やむを得ない選択だ  
３．わからない  ４．その他（  ）  
 
問．日本は戦後、被爆国にふさわしい行動をとってきたと思いますか。  
１．そう思う  ２．おおむねそうだ  ３．そうではない  ４．わからない  
５．その他（  ）  
｜ 76 ｜








１．そう思う  ２．そう思わない  ３．わからない  ４．その他（  ）  
 
2015 年朝日新聞社アンケート  
・核兵器は廃絶される方向にあると思いますか。  
１．ある  ２．ない  ３．わからない  
 
・核兵器の廃絶を願っていますか。  
１．即時の廃絶を願う  ２．将来的な廃絶を願う  ３．どちらでもよい  
４．廃絶の必要はない  ５．わからない  
 
・世界で核兵器が使われる危険性はこの１０年間で増したと思いますか。  
１．思う  ２．思わない  ３．わからない  
 
・日本政府は核兵器廃絶に積極的だと思いますか。  
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【巻末資料 2】核兵器をめぐる国内外の情勢年表（2005、2010-2016）  
 
 
2005 年 平成 17 年（被爆 60 年）  
 
2 月 22 日   国際原子力機関（IAEA）諮問委員会、核「多国間管理」答申公表  
2 月 10 日  北朝鮮の核保有宣言、6 カ国協議中止、核拡散防止条約（NPT）脱退  
4 月 26–28 日   第一回非核地帯会議、メキシコで開催（91 か国参加）  
5 月 2 日  NPT 再検討会議がニューヨーク国連本部で開幕  
7 月 5 日  北朝鮮、弾道ミサイル発射  
8 月 6 日  広島  被爆 60 年  




2009 年 平成 21 年  
世界終末時計が 1 分巻き戻され、終末まで６分となる。  
 
4 月 5 日  北朝鮮、ミサイル発射実験  
4 月 5 日  オバマ大統領、チェコ・プラハにおいて、「米国には道義的責任。はっきり
と信念を持って、米国は核兵器のない世界の平和と安全を追求することを
誓約する」と演説  
5 月 25 日  北朝鮮、2 度目の核実験を発表  
6 月 12 日  国連安保理、北朝鮮の核実験に追加制裁を含む決議第 1874 号採択（すべて
の核兵器・核計画を完全で検証可能かつ不可逆的な方法で放棄）  
9 月 24 日  国連安保理、「核拡散防止と核軍縮」に関する首脳級会合「核兵器のない世
界」全会一致採択  
10 月 11 日  広島・長崎両市長が記者会見で五輪招致を表明、「核廃絶の象徴」としたい
と発言  
11 月 3 日  北朝鮮、使用済み核燃料棒の再処理を「成功裏」に終了と発表  
11 月 13 日  日米  首脳会談―核兵器のない世界に向けた共同声明  
12 月 1 日  IAEA の事務局長に天野之弥氏が就任  
12 月 10 日  オバマ大統領、ノーベル平和賞を受賞  




2010 年 平成 22 年 （被爆 65 年）  
 
4 月 6 日  米、核態勢の見直し（NPR)「核兵器の数と核の役割の低減方針」発表  
4 月 8 日  米露、第 4 次戦略兵器削減条約に署名  
4 月 12-13 日   第 1 回核セキュリティ・サミット  
4 月 21 日  北朝鮮外務省が「他の核保有国と平等な立場に立つ」と発言  
4 月 30 日  日本被団協代表団 NPT 再検討会議に向けて出発  
5 月 3–28 日  核兵器不拡散条約（NPT）運用検討会議ニューヨーク国連本部で開催。被団
協代表団がデモ行進、ワークショップ、シンポジウム参加や教育機関訪問な
どで核廃絶を訴える  
5 月 7 日  第 8 回 NPT 再検討会議で広島・長崎市長が核廃絶を訴える  
5 月 12 日  北朝鮮、独自の核融合技術の開発を発表  
5 月 28 日  NPT 運用検討会議、「核廃絶への明確な約束」の再確認を含む最終文書を全
会一致で採択  
7 月４日  北朝鮮ミサイル発射事件（同年二度目）  
8 月 6 日  広島平和記念式典に、ルース駐日アメリカ大使、潘基文国連事務総長が初参
列  
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8 月 9 日  長崎平和記念式典に英仏が初参列、米は見送り  
9 月 15 日  オバマ政権初の臨界前核実験（事前通知なし）、米国臨界前実験は 24 回目  
9 月 22 日  日豪中心に 10 カ国の地域横断的な非核兵器国グループ初会合（2011.4 の第
2 回から「軍縮・不拡散イニシアティブ」（NPDI）と呼ぶことに合意）  
10 月 13 日  広島市長、「激しい憤りを覚え、被爆地ヒロシマを代表して厳重に抗議する」
と米国に直接抗議文送付  
10 月 14 日  長崎市長、「今回の核実験は「核兵器廃絶への流れに逆行し、被爆者をはじ
め長崎市民や世界の多くの人々の『核兵器のない世界』への期待を裏切るこ
と」と抗議文をウェブサイトに掲載  
10 月 15 日  第 65 回国連総会で日本が核廃絶決議案を 17 年連続で提出  
11 月 12-14 日   広島市で「ノーベル平和賞受賞者世界サミット」開催  
11 月 23 日  北朝鮮、延坪島への砲撃事件  
12 月 3 日   国連総会で（日本を含む 99 か国共同提案の）核軍縮決議案、圧倒的多数で
採決。北朝鮮反対、中国・ブラジル・イラン・イスラエル・インド・パキス
タンなど棄権 11）  
 
2011 年 平成 23 年  
 
1 月 22 日  「世界でも最も不運な男」クイズ番組で二重被爆者紹介、英 BBC は抗議に
謝罪  
2 月 4 日  米ロ、戦略兵器削減条約発効（2018 年までに配備核弾頭数を 1550 発まで
削減など）  
2 月 5 日   新ＳＴＡＲＴ発効 米露外相が批准書を交換  
3 月 11 日  東日本大震災、福島第一原発事故発生  
3 月 11 日  24 日には作業員 3 名が被曝。放射性物質漏出継続。4 月 2 日米軍海兵隊放
射能等対処理専門部隊（ＣＢＩＲＦ）第 1 陣 10 人余りが米メリーランド州
から米軍輸送機で東京・米空軍横田基地に到着。第 2 陣は 3 日、第 3 陣は
4 日に来日、派遣規模は総勢 155 人  
3 月 12 日  広島・長崎で二重被爆した山口彊（つとむ）さんのドキュメンタリー映画「二
重被爆～語り部・山口彊の遺言」、ニューヨークの映画祭で世界初上映  
4 月 12 日  福島第一原発の事故、国際的な事故評価尺度（INES）で「深刻な事故」レ
ベル 7 に。経済産業省原子力安全・保安院と原子力安全委員会  
4 月 22 日  原発 20 キロ圏、9 市町村立ち入り禁止、大気中放射線量最高値、毎時 100
マイクロシーベルト程度の地点あり  
4 月 30 日  日豪など非核兵器国 10 か国の第 2 回「NPDI 外相会合（軍縮・不拡散イニ
シアティブ Non-proliferation and Disarmament Initiative）」と呼ぶこと
で合意）  
6 月 1 日  米国務省、米ロで合意し配備戦略核兵器数公表、米 1800、ロシア 1537 発  
6 月 30-7 月 1 日  核兵器国 5 カ国（P5）による初の NPT 再検討会議フォローアップ会合  
 
2012 年 平成 24 年  
 
3 月 16 日  北朝鮮、「人工衛星打ち上げ」と称して長距離弾道ミサイルの発射を予告  
3 月 26 日  米国、ロシアと新たな核軍縮交渉開始を表明（オバマ大統領，ソウルで演説，
5 月にプーチン大統領と会談）  




4 月 13 日  北朝鮮、弾道ミサイル発射に失敗  
4 月 14 日  欧州連合（EU）、国連安保理常任理事国（米国・ロシア・中国・フランス・
英国）とドイツの 6 か国がイランの核開発疑惑に関する協議再開  
4 月 27 日  核兵器非保有国 10 か国による「軍縮・不拡散イニシアティブ（NPDI）」の
外相会合を 2014 年春に広島市で開催と政府発表  
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4 月 30 日  北朝鮮、4 月 13 日の最高人民会議で憲法を修正し、「核保有国」と明記した
とウェブサイト「ネナラ（わが国）」報道  




5 月 20 日  NATO 首脳会議（米シカゴ）、ロシアとの相互主義において欧州の米戦術核
兵器削減の検討を合意（米国は欧州配備戦術核 7300 発を 200 発に削減。ロ
シア保有の  2000 発以上の戦術核削減が前提）  
5 月 29 日  広島出身の新藤兼人監督が死去 100 歳 『原爆の子』（1952）は原爆を取り
上げた初の劇映画。原水爆を告発した映画は『第五福竜丸』など 5 作品  
6 月 1 日  ニューヨーク・タイムズ紙「オバマ政権、イランの核施設をサイバー攻撃」
と報道  
6 月 2 日  アジア安全保障会議で、ミャンマーのフラ・ミン国防相が民生部門の過去の
核開発を認める。ティン・セイン政権は全開発・研究を停止と北朝鮮との軍
事協力の中止を表明  
8 月 24-26 日   第 20 回  IPPNW 世界会議「ヒロシマから未来の世代へ」広島開催、63 か
国の医師参加、8.22-23 日学生会議開催  
12 月 3 日  核兵器禁止条約交渉開始の決議が総会で採択、日本は「核兵器の全面廃絶に
向けた共同行動決議」を提出、賛成 174、反対 1（北朝鮮）、棄権 13（中国、
インド、イラン、イスラエル、パキスタンなど）、欠席 5。  
12 月 6 日  未臨界核実験（ネバダの核実験場，オバマ政権下では 4 回目）  
12 月 12 日  北朝鮮 ミサイル発射成功  
 
2013 年 平成 25 年  
 
2 月 12 日  北朝鮮が 3 度目の地下核実験  
3 月 4－5 日   ノルウェーで第 1 回「核兵器の人道的影響に関する国際会議」（オスロ会議）
開催  
4 月 24 日  核拡散防止条約（NPT）再検討準備委員会（ジュネーブ）で 77 カ国が核兵
器の非人道性に関する共同声明を発表、日本政府賛同なし  
6 月 19 日  ドイツ・ベルリンにて米オバマ大統領が核軍縮演説。「核兵器のない世界」
を訴える  
6 月 19 日  米国防総省核戦略新指針。核兵器の使用を敵核攻撃の抑止に限定する。2002
年以来 11 年ぶりの国防総省指針の改定、冷戦終結後 3 回目。「核なき世界」
という長期的目標に向けて「いま具体的な措置を取ることが不可欠」と宣言。 
9 月 27 日  オバマ大統領とロウハーニー・イラン国大統領が断交後初の電話協議。核問
題の早期解決をめざすことを確認  
10 月 21 日  国連総会、核不使用声明に日本を含む史上最多 125 カ国賛同（加盟国 193













12 月 5 日  国連総会本会議で 102 か国の共同提案（代表日本）核軍縮決議案、「核兵器
の全面的廃絶に向けた共同行動」採択。賛成 169，反対 1（北  朝鮮），棄権
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る決議案を、賛成 133、反対 24、棄権 25 の賛成多数で採択。日本は棄権  
 
2014 年 平成 26 年  
 




3 月 24－25 日   オランダ・ハーグで第 3 回「ハーグ核セキュリティ・サミット」開催  
4 月 12 日  NPDI 非核保有 12 か国による核軍縮・不拡散イニシアティブ外相会議、広
島で開催  
4 月 29 日  国連 NPT 準備委員会開催核兵器の非合法化を訴えるが、文書案に合意が得
られぬまま閉会  
9 月－10 月   米臨界前核実験を補完する「Z マシン」使用により強力な X 線発生、超高
温・高圧で核爆発に近い状況を再現  
11 月 18 日  オーストリア・ウィーン開催のイランの核問題を巡る協議は期限までの合
意に達せず、交渉期限は 2015 年 6 月末まで延長  
10 月 20 日  国連総会第一委員会（軍縮）で核不使用共同声明に日本賛同、賛同国は過去
最高の 155 か国、核保有国は不参加  
11 月 24 日  イラン・米英独仏中露が核交渉の最終合意暫定措置を再延長  
12 月 2 日  核軍縮決議案「核兵器の全面的廃絶に向けた共同行動」を採択。共同提案国
が日米英も含め過去最多の 116 か国。賛成 170、反対 1（北朝鮮）。棄権 14
（中国、ロシアなど）  
12 月 8-9 日   オーストリア・ウィーンで第 3 回「核兵器の人道的影響に関する会議」開催  
 
2015 年 平成 27 年（終戦後・被爆 70 年）  
 
4 月 2 日  スイス・ローザンヌでイランの核問題を巡り、欧米とイランが最終合意に向
けた「枠組み合意」達成  
4 月 27-5 月 22 日  ニューヨーク国連本部で 5 年に一度の「核拡散防止条約（NPT）再検討会
議」が開かれる。最終文書は採択されず、合意のないまま閉幕  




5 月 24 日  NPT 再検討会議が決裂、核軍縮文書採択できず。約 1 カ月にわたる議論の
成果をまとめた最終文書を採択できないまま閉幕。中東を「非核地帯」とす
る構想をめぐる加盟国の対立が解消せず、全会一致での文書採択に失敗  
8 月 17 日  プーチン大統領、2020 年までにロシア軍が保有する最新兵器の割合を 7 割
以上高めることに言及  
 
2016 年 平成 28 年  
 
1 月 6 日  北朝鮮、初の水爆実験を発表  
2 月 7 日  北朝鮮、「ミサイル」発射  
3 月 15 日  北朝鮮、弾道ミサイル「大気圏再突入の模擬実験に成功」と発表  
3 月 27 日  アメリカ大統領選の共和党候補者選でトランプ氏、日本も核保有をすべき
と発言  
3 月 31–4 月 1 日  第 4 回「核セキュリティ・サミット」がワシントン開催、日本もテロ組織の
核物質入手阻止協力へ  
4 月 1 日  核兵器についての見解を政府閣議決定 「憲法禁止せずも保有せず」  
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5 月 27 日  米オバマ大統領、広島初訪問、平和記念資料館視察後、原爆死没者慰霊碑で
献花。「核兵器のない世界」を主導する決意を初めて表明  
8 月 19 日  スイス・ジュネーブ開催の国連核軍縮作業部会、核兵器禁止条約交渉の 2017
年中開始を国連総会に勧告した報告書を提出。賛成 68、反対 22、棄権 13
の賛成多数で採択。日本は棄権  
9 月 9 日   北朝鮮、ハムギョンプクトキルジュグンプンゲリ実験場で核実験実施（5 回
目）。  
9 月 23 日   国連安全保障理事会で包括的核実験禁止条約（CTBT）の早期発効と核実験
の自制を各国に求める決議案を賛成多数で採択。法的義務なし  
10 月 3 日  プーチン大統領、米露の核軍縮合意から発生した余剰プルトニウムの処分
に関る米国との合意を停止する大統領令  
10 月 27 日   国連総会第１委員会（軍縮）、「核兵器禁止条約」交渉の 2017 年開始をめぐ






導で毎年提案の「核廃絶決議案」も賛成多数で採択（23 年連続）  





2017 年 平成 29 年  
 
1 月 26 日  核廃絶や気候変動対策に消極的なトランプ米大統領の発言を受けて、世界
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